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	 1		 1	 日本の成長と外国人材の 
受入れ

（1）観光立国の復活と査証（ビザ）制度

日本政府は、2016年3月に「明日の日本を
支える観光ビジョン」を策定し、2020年の訪
日外国人旅行者数4,000万人、更に2030年に
は6,000万人という目標を設定した。外務省
は、上記ビジョンを基に毎年策定される「観光
ビジョン実現プログラム」を踏まえ、インバウ
ンド観光促進の観点から査証緩和措置を実施
し、2019年の訪日外国人数は過去最高の3,188
万人となった。

2020年以降、新型コロナウイルス感染症の
世界的拡大を受けた日本及び各国・地域の水際
措置の影響により、訪日外国人数は大幅に減少
したが、2023年には感染の世界的流行が落ち
着きを見せ、各国・地域の水際措置緩和及び撤
廃が進んだ。これにより、国際的な人の往来
は、急速に回復し、2023年10月の訪日外国
人旅行者数は2019年同月比の水準を上回った。

こうした中、持続可能な形での観光立国の復
活に向けて、日本政府は3月に「観光立国推進
基本計画（第4次）」を、5月に「新時代のインバ
ウンド拡大アクションプラン」を新たに策定し、
2025年までに訪日外国人旅行者数3,200万人
以上、訪日外国人旅行消費額5兆円及び国内旅
行消費額20兆円の達成という目標を設定した。

査証緩和はインバウンドの回復に資するもの
であり、従来にも増してその重要性は高まって
いる。2023年1月以降、諸外国からの要望も
踏まえて関係省庁と検討を重ねた結果、4月2
日にカタール向けに旅券の事前登録制による査
証免除、9月30日にブラジル向け査証免除を

導入した。また、6月30日にモンゴル向け数
次査証を緩和し、12月4日には新たなサウジ
アラビア向け数次査証を導入した。このほか、
ウルグアイ、フィンランド及びラトビアとの間
でワーキング・ホリデー制度を開始したほか、
英国とは、ワーキング・ホリデーの人数枠を大
幅に拡大することで一致した。2023年12月末
時点で、日本は70の国・地域に対し一般旅券
所持者に対する査証免除措置を実施している。

日本と各国との間の国民レベルの往来、交流
及び相互理解の促進に資する査証緩和を進める
と同時に、犯罪者や不法就労を目的とする者、
又は、人身取引の被害者となり得る者などの入
国を未然に防止する観点から、査証発給の審査
厳格化も重要な課題である。外務省としては、
日本が世界に誇る安心・安全な社会を維持しな
がら、訪日外国人旅行者数を増やし、また、質量
両面で観光立国の復活に貢献していくことを目
指し、二国間関係や外交上の意義などを総合的
に考慮しつつ、今後も査証緩和を検討していく。

（2）外国人材の受入れ・共生をめぐる取組

日本国内で少子高齢化や人口減少が進行しつ
つある中、中小・小規模事業者を始めとする各
事業者の深刻化する人手不足に対応するため、
生産性向上や国内人材の確保のための取組を
行ってもなお人材を確保することが困難な状況
にある産業分野において、一定の専門性・技能
を有し即戦力となる外国人を受け入れていく特
定技能制度が2019年4月に創設された。外務
省は、法務省、厚生労働省及び警察庁と共に同
制度の制度関係機関として、送出国との情報連
携の枠組みなどを定める協力覚書の作成や同覚
書に基づく二国間協議に参画しているほか、主
要送出国の現地語による広報を行っている。
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さらに、新たな外国人材の受入れ及び日本で
生活する外国人との共生社会の実現に向けた環
境整備については、政府一体となって総合的な
検討を行うため「外国人材の受入れ・共生に関
する関係閣僚会議」が設置されており、6月に

「外国人との共生社会の実現に向けたロード
マップ」（令和5年度一部変更）及び「外国人
材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和
5年度改訂）」が決定された。また、外務省で
は、国際移住機関（IOM）との共催で「外国
人の受入れと社会統合のための国際フォーラ
ム」を毎年開催しており、受入れに係る具体的
課題や取組について国民参加型の議論の活性化
に努めている。

	 2		 2	 国際社会で活躍する日本人

（1）国際機関で活躍する日本人

国際機関は、国際社会共通の利益のために設
立された組織である。世界中の人々が平和に暮
らし、繁栄を享受できる環境作りのために、
様々な国籍の職員が集まり、それぞれの能力や
特性をいかして活動している。ロシアによるウ
クライナ侵略やイスラエル・パレスチナ情勢、
それに伴う食糧・人道危機などを始め、環境、
気候変動、難民、感染症対策、持続可能な開
発、軍縮・不拡散、紛争予防・平和構築、エネ
ルギー、防災、労働、人権・人道、ジェンダー
の平等など、いかなる国も一国では解決するこ
とのできない地球規模の課題に対応するため、
多くの国際機関が活動している。

国際機関が業務を円滑に遂行し、国際社会か
ら期待される役割を十分に果たしていくために
は、専門知識を有し、世界全体の利益に貢献す
る能力と情熱を兼ね備えた優秀な人材が必要で
ある。日本は、これら国際機関の加盟国として
政策的貢献を行うほか、分担金や拠出金を拠出
しているが、日本人職員の活躍も重要な日本の
貢献である。また、より多くの優秀な日本人が
国際機関で活躍することによって、国際社会に
おける日本のプレゼンスが顔の見える形で一層

強化されることが期待される。各日本人職員が
担当する分野や事項、また、赴任地も様々であ
るが、国際社会が直面する諸課題の解決という
目標は共通している（316、317ページ　コラ
ム参照）。さらに、国際機関において職務経験
を積み、世界を舞台に活躍できる人材が増加す
ることは、日本の人的資源を豊かにすることに
もつながり、日本の発展にも寄与する。

現在、国連（UN）を含む国際機関の要職で
日本人が貢献している。2022年1月に目

め
時
とき

政
彦氏がトップに就任した国連専門機関の万国郵
便連合（UPU）を始め、世界税関機構（WCO）
やアジア開発銀行（ADB）など多くの国際機
関において、日本人が組織の長として活躍して
いる。さらに、日本は、長年にわたり、国際司
法裁判所（ICJ）、国際海洋法裁判所（ITLOS）、
国際刑事裁判所（ICC）といった国際裁判所に
日本人判事を輩出している。グローバルな課題
に取り組む上での国際機関の重要性を踏まえれ
ば、日本と国際機関の連携強化につながる国際
機関の長を含む要職の獲得は重要な課題であ
る。一方、国際機関の長を含む要職は、一朝一
夕に獲得できるものではなく、長期的視野に立
ち、ふさわしい人材を育成し、きめ細かい対応
をしていく必要がある。

現在、961人（2022年末時点、外務省調べ）
の日本人が専門職以上の職員として世界各国に
ある国連関係機関で活躍しており、過去最多と
なった。日本人職員の更なる増加を目指し、日
本政府は2025年までに国連関係機関で勤務す
る日本人職員数を1,000人とする目標を掲げて
おり、その達成に向けて、外務省は、関係府省
庁、大学や団体などと連携しつつ、世界を舞台
に活躍・貢献できる人材の発掘・育成・支援を
積極的に実施している。その取組の一環とし
て、国際機関の正規職員を志望する若手の日本
人を2年間、国際機関に職員として派遣し、派
遣後の正規採用を目指すジュニア・プロフェッ
ショナル・オフィサー（JPO）の派遣制度（356
ページ　資料編参照）や、将来の幹部候補とな
り得る日本人に中堅以上の職務経験を提供し昇
進を支援するための派遣制度を設けている。こ
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万国郵便連合（UPU）1は、2024年に創設150周
年を迎えます。各国の郵便ネットワークを相互

接続して（専門用語では「単一の郵便境域」を形成す
るといいます。）世界中の人々が世界のどこにでも郵便
をより良い品質で送ることができるようにしようとい
う目的のために創設されました。この崇高な目的を持
つ組織が1874年（明治7年）に創設されていること、
また、日本はその僅か3年後の1877年にUPUに加盟
していることに照らすと、先達の偉大さを感じざるを
得ません。
私は、UPUと不思議な縁があり、今回が3回目の勤務です。最初は1987年から5年間、技術協力部

の書記官としてアジア・太平洋諸国向けの技術協力に携わり、2回目は2005年から2014年まで業務・
技術部長を勤め、3回目となる今回は、2022年1月から現職を勤めています。
今回は、2021年のアビジャン万国郵便大会議で、目

め
時
とき
政彦氏が国連専門機関の唯一の日本人トップと

して国際事務局長に選出されたことを受けて、その組織運営（選挙職である国際事務局長と次長が担い
ます。）を補佐するために派遣されました。今回は、組織トップへのアドバイスが求められていますので、
新たな視点で仕事をしています。
組織のトップとしては、組織、人事、予算の適切な管理執行はもとよりですが、何よりも組織目標の達

成を目指していかなければなりません。着任早々の仕事は、4人の上級部長と私で構成する移行チームに
よる組織の最適化の検討でした。3か月で案を作成し、実施へと運ぶことができました。その後は、新体
制による初の年次予算の編成に携わりました。UPUは比較的小さな組織ですが、異なる文化背景を持つ
職員の集合体ですので、人事部との定例会合も行いながら組織全体の人事の適切な運営に努めています。
組織目標に関しては、UPUは大会議ごとに向こう4年間の戦略とビジネスプランを策定しています。

組織幹部にはその達成をリードする任務が課せられています。案件は、内容に応じて、毎年2回開催され
る管理理事会と郵便業務理事会で審議されます。審議にかける書類を準備するのは専らUPU職員の役割
となります。組織幹部は、関係各部が担うプロジェクトや作業が滞りなく進んでいることを確認する必要
がありますので、新たに作業計画管理表を導入して、毎月各部長から報告を受けることとしています。
国際機関では、様々なイベントの企画・実施、地域機関や加盟国との意思疎通が多く必要になります。

2023年10月には、サウジアラビアのリヤドで万国郵便臨時大会議を開催しました。この会議は、喫緊
の四つの課題：（1）UPUの利害関係者への開放の在り方、（2）郵便事業体の持続可能な開発目標
（SDGs）／気候変動・排出ガス規制への対応、（3）Eコマース向け新規サービスの開発、（4）予算シー
リング枠の見直しに焦点を絞った会議でしたが、成功裡

り
に終えることができました。また、同年6月に

は、UPUと世界税関機構（WCO）2の両日本人トップ（WCOの事務総局長（当時）は御
み
厨
くりや
邦雄氏）の

合意により、東京で初めて共同会議を開催しました。
国際機関をリードする上での成功の鍵は、コミュニケーションであると言っても過言ではありません。

組織幹部には、日常、大小様々な案件が承認のため提出されます。私は、職員と明るく対話しつつ、稲

UPU国際事務局の建物外観
（本部：スイス・ベルン　写真提供：UPU）

国連専門機関の組織運営をサポートして
万国郵便連合（UPU）　上級特別顧問　宮地章夫

コラム
COLUMN

国連の舞台を支えてきた日本人の声
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盛和夫氏の言葉、「善いことなのか、正しいことなのか」を視座に据えて、必要に応じて適切なアドバイ
スができるよう微力を尽くしていきたいと思います。

1　UPU：Universal Postal Union
2　WCO：World Customs Organization

万国郵便臨時大会議を開催した時の模様（左）と会議場での筆者（右）
（10月、サウジアラビア・リヤド　写真提供：UPU）

私が2004年1月にジュニア・プロフェッショナル・オフィサー（JPO）として国連世界食糧計画
（WFP）の本部に派遣されて以来、早20年がたとうとしています。この20年の間、四つの国連

機関で七つの任地に赴任しました。その中で特にやりがいを感じたのは、フィールド（現場での活動）
の任地であるエジプト、ミャンマー、ジンバブエ、東ティモール、そしてアゼルバイジャンでの仕事で
す。ミャンマーでは、2010年11月にアウン・サン・スー・チー氏が自宅軟禁から解放された時、ジン
バブエでは、2017年11月にムガベ大統領が辞任した時など、それぞれの国の歴史的な瞬間に居合わせ
ることができ、国連の戦略的ポジショニングに関わる仕事をさせていただきました。
2016年からは、国連常駐調整官事務所の所長を務めています。簡単に言えば、国連が開発支援活動を

行っている国において最もシニア（最高責任者）である国連常駐調整官の首席補佐官です。国によって
具体的活動内容は異なりますが、基本的には、20以上の国連機関の支援活動が、その国の開発計画や持
続可能な開発目標（SDGs）に統合的に貢献できるよう調整するのが仕事です。「調整」と言うと、紙を
回している印象を受けがちですが、国連常駐調整官事務所の仕事は玉手箱のように毎日が開けてびっく
り。予期しない挑戦や課題が次々に生じますが、どのような状況にも迅速で適切な対応が求められます。
通常は開発支援活動が主ですが、災害が発生した際は緊急支援に切り替わります。例えば、ジンバブエ
では、以前は国内に国連人道問題調整事務所（OCHA）の事務所がなかったため、ジンバブエ国連常駐
調整官事務所が中心となり、エルニーニョ現象による干ばつの被害に対する支援（2016年から2017年）
や、サイクロン・イダイの被災地域への人道支援（2019年）の調整に関わりました。また、東ティモー
ル国連常駐調整官事務所に赴任した直後には、世界保健機関（WHO）による新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を受けた緊急事態宣言が出され、各国の大使館員や国際NGOの職員が国外退避する中、

国連の現場での活動は「謙虚さ」を強みに
国連開発調整室（UN DCO）1 

アゼルバイジャン国連常駐調整官事務所所長　馬渕加奈子

コラム
COLUMN

国連の舞台を支えてきた日本人の声
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Stay & Deliver（危機の際にも、現場にとどまり、支
援を届ける）の理念で東ティモールに残りました。今
でも鮮明に覚えているのは、2020年4月4日、首都
ディリ発の最後の定期便となる旅客機を自宅のコンパ
ウンドから家族と共に見上げながら、国連職員の類の
ない使命を肝に銘じた瞬間です（ちなみにその後、同
年6月から月に1度、WFPの人道支援チャーター便の
み運航という状態が1年以上も続きました。）。医療制
度が脆

ぜい
弱な後発開発途上国では、国連の新型コロナ対

策支援の調整に徹し、国連スタッフとその家族の健康
や安全に関わる案件では、それこそ生と死に関わる仕
事もし、とても感慨深い経験となりました。
最後に。この20年間、どの国に赴任しても仕事が

やりやすかった理由が一つあります。それは、初対面
の現地職員や政府の役人に「日本人？以前○○さんと
いう日本人と仕事をして、彼女／彼は素晴らしい人
だった。」と言われることです。その日本人の方々が
「素晴らしい」理由として挙げられるのは大抵、「優秀
さ」、「働き者」、そして「謙虚さ」です。国連で仕事
をしていると、謙虚であることはかえって評価のマイナスになるのではと考えがちです。しかし私の経
験では、特にフィールドで多くのインターナショナル・スタッフと仕事をしてきた現地職員や政府の役
人は、日本人の謙虚さを高く評価していると思います。先代の日本人国連職員の「素晴らしさ」の恩恵
を受け、どの任地でもポジティブに受け入れてもらったことに感謝するとともに、後に続く日本人職員
の方々が仕事をしやすいように、これからも誠実に仕事をしていきたいと思っています。

1　UN DCO：United Nations Development Coordination Offi  ce

東ティモール国立大学の学生を対象に行ったSDGsの講義の様子。
どの国でも若者には元気と希望を貰います。（筆者1列目中央、
2021年3月、東ティモール　© Chang Won Choi）

アゼルバイジャンで開催された地雷除去の国際会議で共同宣言を
読み上げている筆者（5月、アゼルバイジャン　©国連アゼルバ
イジャン事務所）



れらを通じて日本人職員を増やしていくことに
加え、日本人職員の一層の採用・昇進に向けた
国際機関との協議や情報収集にも取り組んでい
る。

国際機関勤務を志望する日本人に対しては、
国際機関人事センターのホームページ1やメー
リングリスト、ソーシャルメディア（フェイス
ブック、X（旧ツイッター）、リンクトインな
ど）、動画配信などを通じて国際機関の空席情
報などの有用な情報を随時提供しているほか、
応募に関する支援にも力を入れている。国際機
関で働く魅力や就職方法を説明するセミナーの
ほか、国際機関の幹部職員や人事担当者を招い
た説明会をオンラインで実施2するなど、広報
に努めている。

外務省は、地球規模課題の解決に貢献できる
高い志と熱意を持った優秀な日本人が一人でも
多く国際機関で活躍できるよう、日本人職員の
増加及び昇進支援に今後もより積極的に取り組
んでいく。

（2）非政府組織（NGO）の活躍

ア	開発協力分野
政府以外の主体の力をいかし、オールジャパ

1	 https://www.mofa-irc.go.jp/
2	 上記脚注1のサイトの「お知らせ」に掲載

ンでの外交を展開する観点から、開発途上国な
どに対する支援活動の担い手として、開発協力
及び人道支援においてNGOが果たし得る役割
は大きく増している。

外務省は、日本のNGOが開発途上国・地域
で実施する経済・社会開発事業に対する無償の
資金協力（「日本NGO連携無償資金協力」）に
よりNGOを通じた政府開発援助（ODA）を
積極的に行っており、事業の分野も保健・医
療・衛生（母子保健、結核対策、水・衛生な
ど）、農村開発（農業の環境整備・生計向上な
ど）、障害者支援（職業訓練・就労支援など）、
教育（学校建設など）、防災、地雷・不発弾処
理など、幅広いものとなっている。2022年度
は、アジア、アフリカ、中東、中南米など41
か国・地域で日本NGO連携無償資金協力事業
を実施する日本のNGO（57団体）に対し、
117件の資金供与を行った。さらに、NGOの
事業実施能力や専門性の向上、NGOの事業促
進 に 資 す る 活 動 支 援 を 目 的 と す る 補 助 金

（「NGO事業補助金」）を交付している。
また、政府、NGO、経済界との協力や連携

により、大規模自然災害や紛争発生時に、より
効果的かつ迅速に緊急人道支援活動を行うこと

1

国連機関の国別職員数（国連調べ、専門職以上）
(2022年12月31日現在）

（注1）本表は、任期1年以上の国際専門職以上の職員数
（注2）％は職員総数（45,760）に占める割合を示す。
（注3）外務省調べとは算出方法が異なる。 （出典）国連資料（CEB/2023/HLCM/HR/4）
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https://www.mofa-irc.go.jp/


を目的として2000年に設立されたジャパン・
プラットフォーム（JPF）には、2023年12月
末時点で47のNGOが加盟している。JPFは、
2023年には、トルコ南東部地震被災者支援、
サイクロン「モカ」被災者支援（ミャンマー）、
スーダン人道危機支援、ハワイ・マウイ島大規
模火災緊急支援、モロッコ中部地震被災者支
援、アフガニスタン西部地震被災者支援、ガザ
人道危機対応支援、アフガニスタン帰還民支援
緊急対応などのプログラムを立ち上げたほか、
ウクライナ及び周辺国、ミャンマー、バングラ
デシュ、南スーダン及び周辺国、エチオピア、
イエメン、パキスタン、モザンビーク、アフガ
ニスタン、イラク、シリア及び周辺国における
難民・国内避難民支援を実施した。

このように、開発協力及び人道支援の分野に
おいて重要な役割を担っているNGOを開発協
力の戦略的パートナーとして位置付け、NGO
がその活動基盤を強化して更に活躍できるよ
う、外務省と独立行政法人国際協力機構（JICA）
は、NGOの能力強化、専門性向上、人材育成
などを目的として、様々な施策を通じてNGO
の活動を側面から支援している（2023年、外
務省は、「NGO相談員制度」、「NGOスタディ・
プログラム」、「NGOインターン・プログラム」
及び「NGO研究会」の4事業を実施した。）。

NGOとの対話・連携の促進を目的とした
「NGO・外務省定期協議会」について、2022
年度は、「全体会議」が2022年11月に、小委
員会の「連携推進委員会」が同年7月、12月
及び2023年3月に、「ODA政策協議会」が
2022年7月、11月及び2023年3月に開催さ
れた。また、2022年9月には開発協力大綱改
定に関する臨時全体会議が開催され、活発な意
見交換が行われた。また、持続可能な開発目標

（SDGs）達成においては、あらゆるステーク
ホルダーとの連携が不可欠であり、2016年9
月から「SDGs推進円卓会議」においてNGO
を含めた多様なステークホルダーとの活発な意
見 交 換 が な さ れ て き た。2023年3月 に は、
SDGs推進円卓会議民間構成員からSDGs実施
指針に関する提言書が政府へ提出され、その後

も円卓会議などで活発な意見交換がなされた。

イ	そのほかの主要外交分野での連携
人権に関する諸条約に基づいて提出する政府

報告や「ビジネスと人権」に関する行動計画、
国連安保理決議第1325号及び関連決議に基づ
く女性・平和・安全保障に関する行動計画など
についても、日本政府はNGO関係者や有識者
を含む市民社会との対話を行っている。

また、通常兵器の分野では、地雷・不発弾被
害国での地雷や不発弾の除去、危険回避教育プ
ロジェクトなどの実施に際して、NGOと協力
している。

さらに、核軍縮の分野でも、様々なNGOや
有識者と対話を行っており、「非核特使」及び

「ユース非核特使」の委嘱事業などを通じて、
被爆者などが世界各地で核兵器使用の惨禍の実
情を伝えるためのNGOなどの活動を後押しし
ている。2023年12月までに、103件延べ312
人が非核特使として、また、48件延べ697人
がユース非核特使として世界各地に派遣される
などしている。

国際組織犯罪対策では、特に人身取引の分野
において、官民一体となった対策を推進するた
め、政府は、近年の人身取引被害の傾向や、そ
れらに適切に対処するための措置などについ
て、NGOとの意見交換を行っている。

女性たちが手にしているのは、子どもの栄養改善支援事業で配布した家
庭菜園用の農具。「畑仕事で使うのが楽しみ。葉物野菜を育てて子ども
に食べさせたいわ」と笑顔で話してくれました。（マダガスカル　写真提
供：AMDA社会開発機構）
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44外務省は従来ODAの実施に当たり、様々なNGO団体を始めとする市民社会との連携を進めてきて
います。そのほかにも、G7首脳が議論する多様な議題について市民社会からの積極的な関与を得

るため、外務省は、各種団体との対話を行っています。ここでは、G7広島サミットに先立ち、市民社会
の視点からG7首脳に対して政策提言を行ったCivil7（C7）の活動や外務省との連携を紹介します。
C7では例年、G7議長国の市民社会組織が事務局を務め、

G7サミットに先駆けて「C7サミット」を開催し、G7への
政策提言を取りまとめています。2022年5月、翌年のC7サ
ミット開催に向けた事務局組織として、日本のNGOにより
「G7市民社会コアリション2023」が発足しました。2023年
1月に日本がG7議長国になると、C7には（1）核兵器廃絶、
（2）気候・環境正義、（3）公平な経済への移行、（4）国際保健、
（5）人道支援と紛争、（6）しなやかで開かれた社会という六つ
の分野別ワーキンググループが設置され、72か国から700名
以上が参加して議論を重ねました。そこでの議論の成果は、
「平和、繁栄及び透明性のための持続可能な政策の企画と実
施」をテーマとする政策提言書 1に取りまとめられ、C7サ
ミットの前日、岸田総理大臣に手渡されました。C7サミッ
トは、4月13日及び14日に都内で各国市民社会関係者の参
加を得て開催され、開会式には山田賢司外務副大臣が出席し
ました。5月19日から21日のG7広島サミット期間中には、
広島市内に設置されたNGO活動拠点で50を超える記者会見
や提言活動が行われ、国際社会が直面している多くの課題に
ついて、市民社会の知見が提供されました。外務省と市民社
会が、C7関連行事の成功という共通目標に向けて緊密な調
整を取ることで、より一層の連携を深める好例となりました。
このように、外務省と市民社会の連携は非常に重要です。

6月に閣議決定された開発協力大綱では、市民社会を「我が
国の開発協力の戦略的パートナー」と位置付けており、
NGOを始めとする市民社会と政府の連携が一層密になるこ
とが期待されています。さらに、開発協力に限らず、国際社
会が直面している喫緊の課題に対応するに当たり、市民社会からのインプットは非常に有益です。今般
のC7と外務省の協働は、双方の連携強化に大きく資することになりました。外務省は、G7議長国のバ
トンをイタリアに引き継いだ後も、引き続き市民社会と連携し、その知見を外交政策の立案・実現にい
かしていきたいと考えます。

1　 政策提言書はこちらを参照
https://civil7.org/wpC7/wp-content/uploads/2023/04/C7_communique_JPN.pdf

C7関係者による岸田総理大臣表敬及び政策提言書の手交
（4月12日、総理官邸　写真提供：内閣広報室）

C7サミット参加者が右手で「C」を表して記念撮影してい
る様子（4月13日、東京）

G7広島サミット開催期間中にC7により行われた記者会見
の様子（5月21日、広島市）

外務省と市民社会のもう一つの連携
―C7の活動―

コラム
COLUMN

https://civil7.org/wpC7/wp-content/uploads/2023/04/C7_communique_JPN.pdf


（3）JICA海外協力隊・専門家など

JICA海外協力隊（JICAボランティア事業）
は、技術・知識・経験などを有する20歳から
69歳までの国民が、開発途上国の地域住民と
共に生活し、働き、相互理解を図りながら、そ
の地域の経済及び社会の発展に協力・支援する
ことを目的とするJICAの事業である。本事業
が発足した1965年以降、累計で99か国に5万
5,385人の隊員を派遣し（2023年3月末時点）、
計画・行政、商業・観光、公共・公益事業、人
的資源、農林水産、保健・医療、鉱工業、社会
福祉、エネルギーの9分野、約190職種にわた
る協力を展開している。 帰国した協力隊経験
者の知見を教育現場や地域社会、民間企業など
で活用するなど、国内社会への還元の取組も進
めており、日本独自の国民参加による協力隊の
活動は、受入れ国を始め、国内外から高い評価

を得ている（本ページ　コラム参照）。
JICA専門家の活動は、専門的な知識、知見、

技術や経験を有した人材を開発途上国の政府機
関や協力の現場などに派遣し、相手国政府の行
政官や技術者に対して高度な政策提言や必要な
技術及び知識を伝え、協働して現地に適合する
技術や制度の開発、啓発や普及を行う事業であ
る。JICA専門家は、保健・医療や水・衛生と
いったベーシック・ヒューマン・ニーズ（人間
としての基本的な生活を営む上で最低限必要な
もの）を満たすための分野や、法制度整備や都
市計画の策定などの社会経済の発展に寄与する
分野など、幅広い分野で活動しており、開発途
上国の経済及び社会の発展と日本との信頼関係
の醸成に寄与している。2022年度に新規で派
遣された専門家は7,713人、活動対象国・地域
は103か国・地域に上り、新型コロナの世界
的な拡大前の水準に戻りつつある。
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2019年夏、JICA海外協力隊に合格し、翌年年明けには派遣前訓練を受けて準備も整った矢先、新型コロナウイル
ス感染症の流行によって派遣は延期され、2022年8月、よう
やく任国ペルーへとたどり着きました。クスコ州の国家自然
保護区管理事務局（SERNANP）マチュピチュ歴史保護区事
務所に配属され、森林火災で劣化した森林の修復活動を開始
しました。赴任当初より植栽地だけではなく様々な集落にも
足を運び、現地の住民と共に森林を保全するための取組を模
索しました。そのような中、2022年12月の前大統領の罷免
に伴い、クスコ州を含むペルー南部で抗議活動が激しくなったことで首都リマへの退避を余儀なくされ、
リマで3か月を過ごしました。その後、クスコへの帰任は叶

かな
わずSERNANPアルトマヨの森保護区事務

所に任地が変更されました。
クスコに後ろ髪を引かれる思いや異なる任地での新生活に対する不安、ようやく本腰を据えて活動を

始められる喜び、複雑な感情が渦巻く中で新任地のサン・マルティン州リオハ郡に着任したことを鮮明
に覚えています。18.2万ヘクタールの広大な保護区における原生樹種に関する蓄積されたデータは限定
的であったため、植林の計画立案を見据えて代表的な原生樹種のモニタリング調査からスタートさせま
した。任地は、アグロフォレストリー（樹木を植栽し、樹間で家畜を飼育及び農作物を栽培する農林業）

SERNANPアルトマヨの森保護区事務所の同僚との集
合写真（筆者左から5人目）

現地での触れ合いを通して「森林保全」の在り方を考える
独立行政法人国際協力機構（JICA）海外協力隊員（職種：林業・森林保全）　

派遣国：ペルー　毛
け

笠
がさ

貴博

コラム
COLUMN



	 3		 3	 地方自治体などとの連携
外務省は、内閣の最重要課題の一つである地

方創生にも積極的に取り組み、地方との連携に
よる総合的な外交力を強化するための施策を展
開している。

日本国内では、外務大臣が各地方自治体の知
事と共催し、各国の駐日外交団や商工会議所、
企業関係者などを外務省の施設である飯倉公館
に招き、レセプションの開催やブースでの展示
を通じて地方の多様な魅力を内外に広く発信す
る「地方創生支援 飯倉公館活用対外発信事業」
を実施している。2023年は、3月に栃木県と
の共催でレセプションを実施し、約190人の
関係者が出席した。林外務大臣からは、栃木県
の観光地やいちごなどの特産品の多様な魅力を
紹介しつつ、駐日外交団を始めとする参加者に
対し、栃木県の素晴らしい魅力をSNSなどで
発信することについて協力を求めた。同レセプ
ションでは、栃木県の特産品、観光、産業、
G7栃木県・日光男女共同参画・女性活躍担当

大臣会合、ホストタウン交流などを紹介する
ブースを設けるとともに、日光東照宮・雅楽の
パフォーマンス披露などを通して多様な魅力を
PRし、駐日外交団を始め、駐日商工会議所、
企業関係者などの参加者と栃木県との更なる交
流の促進につながる機会となった。

また、林外務大臣及び武井俊輔外務副大臣
は、地方の魅力を世界に発信する「地方を世界
へ」プロジェクトを実施した。同プロジェクト

栃木県知事との共催レセプションで挨拶する林外務大臣
（3月24日、東京・外務省飯倉公館）
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によるコーヒー生産が盛んな地域であり、農家を訪ねては彼らが経験的に蓄積しているそれぞれの樹種
の有用性（薬用樹木や肥料木、庇

ひ
陰樹など）について聞いて回り、今後の生活に有益となるよう体系的

な情報の蓄積を心がけています。また森林保全には住民の自発的な協力が不可欠であり、その土台とな
る彼らの暮らしの担保の必要性を感じています。そこで配属先やNGO、郡役所、大学などと共に小中学
校や保護区内の農家組合、女性自治委員会を対象に、環境啓発だけでなく、マーケティングや「観察・
分析・判断」による改善活動、栄養教育に至るまで、必要な内容であれば分野にとらわれずワークショッ
プを開催することで、住民の生活の質の向上を目指しています。私ができることは多くも大きくもあり
ませんが、日本という遠く離れた国の知見を、この地域の発展のために少しでもいかせたらという思い
の下に活動しています。
言語や慣習の違いに苦しんでい

た時も、任地変更で悔しい思いを
していた時も、支えてくれたのは
同僚やホストファミリー、友人、
地域の住民です。人との出会いは
私の協力隊経験におけるかけがえ
のない財産です。彼らへの恩返し
の意味も込めて、残りの時間も最
大出力で取り組んでまいります。

保護区周辺の小学校において水源の保全の重
要性を伝える授業を実施する様子（筆者右奥）

保護区周辺集落の女性自治委員会のメンバー
の下に戸別訪問して聞き取りを行う様子（筆者
左）



は、外務大臣及び外務副大臣などが駐日外交団
と共に日本の地方を訪れるものである。駐日外
交団に地方の魅力を体験してもらい、地域の
方々との対話を通じて地方への理解を深めても
らうことにより、参加外交団から自国民への発
信を促しインバウンド需要を喚起すること及び
外務大臣と地域の方々との対話を通じて（340
ページ　第3節1（4）参照）地域の更なる活
性化を図ることを目的としている。駐日外交団
と共に、2月に岡山県を、6月に秋田県を、ま
た8月には長野県を訪問した。

このほか、外務省は地方自治体などとの共催
で、各国の駐日外交団や商工会議所、関連企業
などの関係者に対して各地域の地元産品、観光
や産業、投資などの施策や魅力を発信する「地
域の魅力発信セミナー」を実施している。10
月19日に東京都内で開催したセミナーには、
奈良県、静岡県、福島県郡山市及び茨城県石岡
市が参加し、プレゼンテーションを通じた地域

の魅力の発信、参加者との交流会における各地
域の特産品、観光スポット、産業などの紹介、
伝統文化の実演などが行われた。セミナーは、
東京に居ながらにして地方の魅力を直接体験で
きる貴重な場であるとして参加者から好評を得
るとともに、地方自治体と駐日外交団などの参
加者との交流の促進にも資するものになった。

また、外務省と地方自治体との共催で、駐日
外交団に地方の多様な魅力を現地で直接体験し
てもらうことを目的に「駐日外交団による地方
視察ツアー」を実施している。7月18日及び
19日に福岡県北九州市へのツアーを実施し、
参加した駐日外交団は、ものづくりの街・北九
州市を代表する企業や環境関連の先進企業など
を訪問し、北九州市の地元の食材を使用した食
文化などについての理解を深めた。8月2日及
び3日に実施した福島県へのツアーでは、参加
した駐日外交団は、東日本大震災の直接的な被
害を受けた浜通り地方を中心に視察し、東日本
大震災の発生当時の状況や復興が進む福島の現
状、また、安全で美

お い
味しい福島の食の魅力につ

いて認識を深めた。10月12日及び13日には
新潟県佐渡市へのツアーを実施し、参加した駐
日外交団は、世界遺産登録を目指す「佐

さ ど
渡島の

金山」の文化的価値や歴史を体験できる施設を
視察し、また、日本政府が「伝統的酒造り」の
無形文化遺産登録も目指していることを踏ま
え、佐渡島の酒造りのほか、食、伝統芸能、自
然などの多様な魅力を堪能した。11月28日及
び29日に実施した静岡県へのツアーでは、参「地方を世界へ」プロジェクト：秋田市民俗芸能伝承館を視察する林外務

大臣一行（6月17日、秋田県）

地域の魅力発信セミナーでの参加地方自治体によるプレゼンテーション
（10月19日、東京）

小倉城を訪れた外交団（駐日外交団による地方視察ツアー）
（7月19日、福岡県）
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加した駐日外交団は、2023年の東アジア文化
都市にも選定された静岡県の歴史、文化芸術、
食、自然や日本有数のものづくり産業に関連す
る施設を視察し、静岡県の多様な魅力に対する
理解を深めた。本ツアーの実施をきっかけに参
加国と新たな交流を始める地方自治体や参加外
交団とのつながりをいかして来訪者の増加を目
指す地方自治体も出てきている。

さらに、外務省では地方自治体に対し、地域
レベルの国際交流活動に密接に関係する最新の
外交政策などに関する説明の場を提供してお
り、その一環として、1月に「地方連携フォー
ラム」をウェビナー形式で開催した。第1部の
外交政策等説明会では「コロナ禍を乗り越え
て、地方の魅力をいかにして世界へ発信する
か？」のテーマで、第2部の外部有識者による
説明会では「地方自治体におけるSDGs推進　
持続可能なまちを考える」のテーマでそれぞれ
講演が行われた。

海外での事業については、東日本大震災後の
国際的な風評被害対策として、食品輸入規制の
撤廃・緩和の働きかけと併せ、地方創生の一環
として日本の地域の魅力発信、日本各地の産品
の輸出促進、観光促進などを支援する総合的な
広報事業である「地域の魅力海外発信支援事
業」を実施している。2023年7月から2024
年3月にかけて、中国及び香港においてオンラ
イン形式での情報発信を含む形で実施した。
SNSを活用して多くの人々に日本の観光・文
化・食などの地域の魅力を体感してもらうこと
を目標に、期間中、中国においては、40の自治
体が、在中国日本国大使館の微博（中国SNS
ウェイボー）アカウントで、日本各地の動画を
配信した。また、在中国日本国大使館が主催す
るイベントにおいて、日本の自治体による食や
工芸品のPRを行ったほか、中国各地で行われ
る日本の魅力を発信するイベントなどにインフ
ルエンサーの派遣を行い、日本の地域の魅力を
発信した。香港では、7月に実施された香港ブッ
クフェアにおいて東北地方などのPRを行った。

また、在外公館施設を活用して地方自治体が
地方の魅力を発信することを通じて、地方産品

福島県主催交流会（駐日外交団による地方視察ツアー）
（8月2日、福島県）

道遊の割戸を訪れた外交団（駐日外交団による地方視察ツアー）
（10月13日、新潟県）

久能山東照宮を訪れた外交団（駐日外交団による地方視
察ツアー）（11月28日、静岡県）
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の販路拡大、インバウンド促進などを目的とし
た「地方の魅力発信プロジェクト」を9件実施
した。

加えて、例年天皇誕生日の時期に合わせて開
催される「在外公館における天皇誕生日祝賀レ
セプション」で地方自治体の産品や催事などを
紹介・発信する場を設けている。2023年は新
型コロナによる各種制限が緩和されたこともあ
り、234の在外公館において対面開催され、そ
のうち114公館において地方自治体の魅力発
信を行った。

このほか、外務省では様々な取組を通じて日
本と海外の間の姉妹都市交流や2020年東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会のホスト
タウン交流を始めとする日本の地方自治体と海
外との間の交流を支援してきた。具体的には、
在外公館長や館員が海外の姉妹都市提携先を訪
問して、国際交流・経済交流関係担当幹部など
と意見交換を行うことや、在外公館長の赴任前
や一時帰国の際に地方を訪問し、姉妹都市交流
やホストタウン交流に関する意見交換や講演を
行うことで、地方の国際的取組を後押ししてい
る。また、日本の地方自治体と姉妹都市提携を
希望している海外の都市などがある場合は、都

3	 外務省ホームページ「グローカル外交ネット」 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/local/index.html

4	 地方連携推進室メールマガジン「グローカル通信」 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ms/lpc/page25_001870.html

5	 地方連携推進室 
X（旧Twitter）：https://twitter.com/localmofa

道府県及び政令指定都市などに情報提供し、外
務省ホームページの「グローカル外交ネット」3

で広報するなどの側面支援を行っている。
地方連携の取組を紹介する広報媒体として

は、「グローカル外交ネット」のほか、毎月1
回メールマガジン「グローカル通信」4を配信し、
加えて「X（旧ツイッター）」5による投稿を行っ
ている。これら広報媒体においては、外務省の
地方連携事業や各地方自治体が進める姉妹都市
交流、ホストタウン交流、地方の国際的取組な
どを紹介している。

また、各地の日本産酒類（日本酒、日本ワイ
ン、焼酎・泡盛など）の海外普及促進の一環と
して、各在外公館における任国要人や外交団と
の会食での日本産酒類の提供、天皇誕生日祝賀
レセプションなどの大規模な行事の際に日本酒
で乾杯するなど日本産酒類の紹介・宣伝に積極
的に取り組んでいる。またその際には、「伝統
的酒造り」を2024年ユネスコ無形文化遺産登
録に向け提案中であることも積極的にアピール
している。

さらに、開発途上国の急速な経済開発に伴い
ニーズが急増している水処理、廃棄物処理、都
市交通、公害対策などについて、ODAを活用
して日本の地方自治体の経験やノウハウ、ま
た、これを支える各地域の中小企業の優れた技
術や製品も活用した開発協力を進め、そうした
開発途上国の開発ニーズと企業の製品・技術と
のマッチングを進めるための支援を実施してい
る。これらの取組は、地元企業の海外展開やグ
ローバル人材育成にも寄与し、ひいては地域経
済・日本経済全体の活性化にもつながってい
る。

3 4 5

地域の魅力海外発信支援事業で在中国日本国大使館のSNSアカウントか
ら発信した自治体のPR動画
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